
 

国民健康保険改革による制度の安定化 

（運営の在り方の見直し） 

 

 

平成２７年７月２１日 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

ブロック会議資料より 

資料３ 



【現行】 市町村が個別に運営
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う

など中心的役割

市町村
都道府県

・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮）

・ 市町村ごとの納付金を決定

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが基本

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、
広域化を促進

・ 資格管理（被保険者証等の発行）

・ 保険料率の決定、賦課・徴収

・ 保険給付

・ 保健事業

（構造的な課題）

・年齢が高く医療費水準が高い

・低所得者が多い

・小規模保険者が多い

都道府県が市町村ごとに決定した

国保事業費納付金を市町村が納付

・国の財政支援の拡充

・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす市町村

市町村

市町村

市町村

市町村

国保運営方針
(県内の統一的方針)

給付費に必要な費用を、
全額、市町村に支払う（交付金の交付）

※被保険者証は都道府県名のもの

※保険料率は市町村ごとに決定

※事務の標準化、効率化、広域化を進める

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の

国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化）

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

国民健康保険の改革による制度の安定化（運営の在り方の見直し）

なお、国の普通調整交付金については、 都道府県間の所得水準を
調整する役割を担うよう適切に見直す

○ 詳細については、引き続き、地方との協議を進める
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持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の
一部を改正する法律案による改正後の国民健康保険法（抄）

（保険者 等）

（保険者）

第３条 都道府県は、当該都道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）とともに、この法律の

定めるところにより、国民健康保険を行うものとする。

２ （略）

（国、都道府県及び市町村の責務）

第４条 国は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるよう必要な各般の措置を講ずるとともに、

第一条に規定する目的の達成に資するため、保健、医療及び福祉に関する施策その他の関連施策を

積極的に推進するものとする。

２ 都道府県は、安定的な財政運営、市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保その他の都

道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の健全な運営について中心的な役割を果た

すものとする。

３ 市町村は、被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項、国民健康保険の保険料（地方税法（昭

和25年法律第226号）の規定による国民健康保険税を含む。…（略）…）の徴収、保健事業の実施

その他の国民健康保険事業を適切に実施するものとする。

４ 都道府県及び市町村は、前二項の責務を果たすため、保健医療サービス及び福祉サービスに関

する施策その他の関連施策との有機的な連携を図るものとする。

５ 都道府県は、第２項及び前項に規定するもののほか、国民健康保険事業の運営が適切かつ円滑に

行われるよう、国民健康保険組合その他の関係者に対し、必要な指導及び助言を行うものとする。
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改革の方向性

１．
運営の在り方

(総論)

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の

確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、

市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

２．
財政運営

財政運営の責任主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

・国保事業費納付金を都道府県に納付

３．
資格管理

国保運営方針に基づき、事務の効率化、
標準化、広域化を推進

※４．と５．も同様

･ 地域住民と身近な関係の中、
資格を管理(被保険者証等の発行)

４．
保険料の決定
賦課・徴収

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を
決定

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収

５．
保険給付

・給付に必要な費用を、全額、
市町村に対して支払い

・市町村が行った保険給付の点検

･ 保険給付の決定
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等

６．
保健事業

市町村に対し、必要な助言･支援
・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい
保健事業を実施

（データヘルス事業等）

改革後の国保の運営の在り方について （都道府県と市町村のそれぞれの役割）
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新制度の施行に向けた主な流れ （イメージ）

～ 平成29年度 平成30年度

国

都

道

府

県

市

町

村

◇説明会の開催 （※政省令や条例参考例の改正案等について、適時、情報提供）

◇平成30年度の市町村ごと

の納付金の額、標準保険

料率を検討、決定

都道府県による
財政運営

◇ 平成30年度の

保険料率を検討、決定

（国保運営協議会での審議）

新

制

度

◇平成30年度の保険

料額の確定・納付書

通知の送付

◇ 新システムの導入、現行システムの改修

◇ 業務体制等の見直し

◇ 条例改正 等

改正法の公布
(平成27年5月29日）

◇政省令等の制定

◇納付金の算定ルールや

国保運営方針を検討、決定

（国保運営協議会での審議）

※あらかじめ市町村意見を聴取

◇財政安定化基金の
設置

※活用は平成30年度から

～

◇新システムの設計・開発

◇制度・運用の詳細に関する

厚生労働省と地方との協議

現場意見

現場意見

79

◇都道府県・市町村

協議の場の設置

◇国保運営協議会の
設置


